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平成１６年３月期 第 3四半期業績状況（非連結） 
 

１．業績 

(1)平成 16年 3月期第３四半期の業績（平成 15年 4月 1日～平成 15年 12月 31日） 

（百万円未満切捨） 

 平成 16年 3月期第 3四半期 

（当第 3四半期） 

前期（通期） 

 百万円 百万円 

売上高 2,504    2,504    

営業利益 136    83    

経常利益 129    74    

当期純利益 66    36    

総資産 1,480    1,216    

株主資本 443    377    

 

(2)部門別売上高 

平成 16年 3月期第 3四半期 

（当第 3四半期） 

前期（通期）  

金額 構成比 金額 構成比 

 百万円 % 百万円 % 

直営事業 2,143    85.6  1,847    73.8  

ロイヤリテ

ィ収入 

128    5.1  126    5.0  フランチャイ

ズ収入 

その他の収

入 

232    9.3  530    21.2  

小計 360    14.4  656    26.2  

合計 2,504    100.0  2,504    100.0  

(注)１．平成 15 年 3 月期第 3 四半期は、四半期財務諸表を作成しておりませんので、記載を省略し

ております。 
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２．当第 3四半期貸借対照表及び第 3四半期損益計算書は、東京証券取引所に定める「上場有価

証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱別添：四半期財務諸表に対する意

見表明に係る基準」に基づく監査法人トーマツの手続を実施しております。 
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２．業績の概況（平成 15年 4月 1日～平成 15年 12月 31日） 

 (1)第 3四半期の状況 

当四半期における国内の経済情勢は企業収益の改善が続き、設備投資も増加するなど景気回復への期

待が高まっておりますが、失業率は継続的に高い水準がつづいており、個人消費は低い水準で推移して

おります。 

このような経済環境にもかかわらず、中古カー用品市場は成長しており、当社においても引き続き積

極的な店舗展開を行っております。当四半期中は直営店では平成 15年 10月にライダース川崎店（イン

ポート川崎店からの転換）、同年 11月に東村山店、同月にライダース横浜鶴見店の計 3店を開店してお

ります。 

これらの結果当四半期における売上高は 2,504,161 千円、経常利益 129,015 千円、四半期純利益は

66,023千円となりました。 

なお、当第３四半期会計期間が第 3四半期財務諸表作成初年度のため、前年同期との比較は行ってお

りません。（以下「キャッシュ・フロー」についても同様であります。） 

 

 (2)キャッシュ・フローの状況 

当四半期末における現金及び現金同等物は、前期末に比べ 17,227 千円減少し、231,889 千円となり

ました。当四半期のキャッシュ・フローの概況は次のとおりです。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は 21,060 千円となりました。これは、新規直営店の出店に伴い、たな

卸資産の増加によるキャッシュ・フローの減少が 165,305 千円がありましたが、税引前四半期純利益

129,137千円、減価償却費 52,141千円の計上等によるキャッシュ・フローの増加が上回ったことにより

ます。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した資金は 132,991千円となりました。これは主に新規直営店出店に伴う設備等

の有形固定資産の取得による支出 78,946千円、敷金保証金等の支払 42,280千円などがあったことによ

ります。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は 94,703 千円となりました。これは主に金融機関からの長期借入金に

よる資金調達 280,271千円を実施したことによります。 
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３．当期の見通し（平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日） 

当期におきましても当社は中古カー用品･中古バイク用品市場において事業拡大をはかるため、店舗

網の充実を行っており、首都圏については直営店を中心に順調に出店をしております。また首都圏以外

の地域ではフランチャイズ店による店舗展開を行い直営店同様順調に出店をしております。当期の見通

しにつきましては、平成 16年 2月 4日に公表しました下記数値に変更はありません。 

 

（単位：百万円） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

通 期 3,310 152 78 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）10,429円 20銭 

(注)この資料に記載されている業績予想は、当社が現時点で入手可能な情報から得られた判断に基づいてお

ります。予想にはさまざまな不確定要素が内在しており、実際の業績とは異なる場合があります。従い

まして、この業績予想に全面的に依存して投資等の判断を行うことは差し控えて下さい。 

 



４．四半期貸借対照表及び損益計算書並びに注記事項 

(1)四半期財務諸表 

① 四半期貸借対照表     
(単位：千円)

当第３四半期会計期間末 
(平成15年12月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年3月31日現在) 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比

 (資産の部)  ％  ％

Ⅰ 流動資産   

１． 現金及び預金  242,103 256,928 

２． 売掛金  136,010 121,563 

３． 商品  527,998 362,693 

４． その他 *2 85,629 61,749 

 流動資産合計  991,741 67.0  802,934 66.0

Ⅱ 固定資産   

(1) 有形固定資産 *1  

１． 建物   125,972 113,934 

２． 工具器具備品  103,720 95,515 

３． その他  74,729 65,109 

 有形固定資産合計  304,422 274,559 

(2) 無形固定資産  26,837 23,553 

(3) 投資その他の資産   

１． 敷金保証金  147,936 106,116 

２． その他  7,333 9,129 

 投資その他の資産合計  155,269 115,245 

 固定資産合計  486,529 32.8  413,359 34.0

Ⅲ 繰延資産  2,566 0.2  -

 資産合計  1,480,837 100.0  1,216,294 100.0

－  － 
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     (単位：千円)

当第３四半期会計期間末 
(平成15年12月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年3月31日現在) 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比

 （負債の部）  ％  ％

Ⅰ 流動負債   

１． 買掛金  25,740 10,919 

２． 短期借入金  51,600 150,000 

３． 
1年以内返済予定の長期
借入金 

 252,506 163,706 

４． 賞与引当金  8,957 14,209 

５． その他  195,580 95,809 

 流動負債合計  534,384 36.0  434,643 35.8

Ⅱ 固定負債   

１． 社債  56,000 - 

２． 長期借入金  384,798 336,660 

３． その他  61,993 67,352 

 固定負債合計  502,791 34.0  404,012 33.2

 負債合計  1,037,175 70.0  838,656 69.0

 （資本の部）   

Ⅰ 資本金   180,480 12.2  180,480 14.8

Ⅱ 資本剰余金   

１． 資本準備金  115,000 115,000 

 資本剰余金合計  115,000 7.8  115,000 9.5

Ⅲ 利益剰余金   

(1)  任意積立金   

１．特別償却準備金  920 1,110 

(2) 
四半期(当期)未処分
利益 

 147,260 81,047 

 利益剰余金合計  148,181 10.0  82,158 6.7

 資本合計  443,661 30.0  377,638 31.0

 負債・資本合計  1,480,837 100.0  1,216,294 100.0

 

－  － 
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② 四半期損益計算書     
(単位：千円)

当第３四半期会計期間 
自 平成15年 4月 1日 
至 平成15年12月31日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比

  ％   ％

Ⅰ 売上高  2,504,161 100.0  2,504,024 100.0

Ⅱ 売上原価  1,157,233 46.2  1,233,487 49.3

 売上総利益  1,346.928 53.8  1,270,536 50.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,210,873 48.4  1,187,517 47.4

 営業利益  136,054 5.4  83,019 3.3

Ⅳ 営業外収益 *1 10,300 0.4  5,690 0.2

Ⅴ 営業外費用 *2 17,340 0.7  13,785 0.5

 経常利益  129,015 5.1  74,923 3.0

Ⅵ 特別利益  122 0.0  - 

 税引前四半期(当期)
純利益 

 129,137 5.1  74,923 3.0

 法人税、住民税及び事業税  63,387 43,891  

 法人税等調整額  △272 63,114 2.5 △5,935 37,955 1.5

 四半期(当期)純利益  66,023 2.6  36,968 1.5

 前期繰越利益  81,237  44,079 

 四半期(当期)未処分利益  147,260  81,047 

     

 

 

 

 

－  － 
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③ 四半期キャッシュ・フロー計算書 (単位：千円)

当第３四半期会計期間 
自 平成15年 4月 1日 
至 平成15年12月31日 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 

金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

 税引前四半期(当期)純利益  129,137 74,923 

 減価償却費  52,141 62,680 

 その他償却費  6,249 3,151 

 賞与引当金の増加額  △5,251 2,582 

 受取利息及び受取配当金  △4 △6 

 支払利息  9,850 7,054 

 有価証券売却益  △2,350 - 

 社債発行費償却  513 - 

 有価証券売却損  607 - 

 固定資産売却益  △122 - 

 売上債権の減少額(△増加額) △14,446 △41,227 

 たな卸資産の増加額  △165,305 △248,689 

 その他資産の増加額  △18,413 △26,809 

 仕入債務の増加額(△減少額) 14,820 △11,153 

 その他負債の増加額  71,138 24,817 

 小計  78,564 △152,675 

 利息及び配当金の受取額  4 6 

 利息の支払額  △9,536 △6,815 

 法人税等の支払額  △47,972 △43,846 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  21,060 △203,330 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 定期預金の預入による支出  △2,402 △4,211 

 有価証券の売却による収入(純額)  △470 - 

 有形固定資産の取得による支出  △78,946 △149,163 

 有形固定資産の売却による収入  1,485 - 

 無形固定資産の取得による支出  △9,090 △17,214 

 敷金保証金等の支払による支出  △42,280 △52,294 

 敷金保証金等の返還収入  160 1,299 

 その他  △1,447 - 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △132,991 △221,585 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 短期借入れによる収入  119,500 150,000 

 短期借入金の返済による支出  △217,900 △64,000 

 長期借入れによる収入  280,271 398,476 

 長期借入金の返済による支出  △143,062 △24,104 

 社債の発行による収入  66,920 - 

 割賦購入未払金の返済  △10,975 △14,056 

 出資金の取得による支出  △50 △10 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  94,703 446,305 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  - - 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  △17,227 21,389 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  249,116 227,727 

Ⅶ 
現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高 

 231,889 249,116 

 

－  － 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

 
期  別 

 

項  目 

当第３四半期会計期間 
自 平成15年 4月 1日 
至 平成15年12月31日 

前事業年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

1. 資産の評価基準及び評

価方法 

(1)有価証券 

売買目的有価証券 

時価法（売却原価は、移動平均法

により算定） 

(1)有価証券 

売買目的有価証券 

同左 

 (2)デリバディブ 

時価法を採用しております。 

(2)デリバディブ 

同左 

 (3)たな卸資産 

①商品 

個別法に基づく原価法を採用してお

ります。 

②貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しておりま

す。 

(3)たな卸資産 

①商品 

同左 

 

②貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

定率法（ただし、建物（附属設備を

除く）については定額法）を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物 3～45年 

機械装置       13～15年 

車両運搬具    2～ 6年 

工具器具備品    3～10年 

(2)無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(1)有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、当

第３四半期会計期間に負担すべき支給

見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、

当期に負担すべき支給見込額を計上

しております。 
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期  別 

 

項  目 

当第３四半期会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前事業年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （ヘッジ手段）  （ヘッジ対象） 

   金利スワップ   借入金の利息 

(3)ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満

たしているので第３四半期決算日にお

ける有効性の評価を省略しておりま

す。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

(3)ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているので決算日における有

効性の評価を省略しております。 

６．四半期キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッ

シュ・フロー計算書）

における資金の範囲 

四半期キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。 
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期  別 

 

項  目 

 
当第３四半期会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

 
前事業年度 

自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

７．その他四半期財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

(1)消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

(1)消費税の会計処理 

同左 

 

(2)自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

  「自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準」(企業会計基

準第1号)が平成14年4月1日以降に適

用されることになったことに伴い、

当期から同会計基準によっておりま

す。これによる当期の損益に与える

影響はありません。 

  なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当期における貸借対照表の資本

の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

(3)1株当たり情報 

  「1株当たり当期純利益に関する会

計基準」(企業会計基準第2号)およ

び「1株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第4号)が平成14年4月1日

以降開始される事業年度に係る財務

諸表から適用されることになったこ

とに伴い、当期から同会計基準およ

び適用指針によっております。 

  なお、これによる影響はありませ

ん。 
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 注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

当第３四半期会計期間末 

（平成15年12月31日現在） 

前事業年度末 

（平成15年3月31日現在） 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 148,257千円 ＊１ 有形固定資産の減価償却累計額  99,433千円 

＊２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、

流動資産のその他に含めて表示しております。 

＊２  

    

３ 債務保証の金額 

   フランチャイジーの金融機関からの借入に対す

る債務保証が33百万円あります。 

３ 債務保証の金額 

   フランチャイジーの金融機関からの借入に対す

る債務保証が39百万円あります。 

 

（四半期損益計算書関係） 

当第３四半期会計期間 

自 平成15年 4月 1日 

至 平成15年12月31日 

前事業年度 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

＊１ 営業外収益の主要な項目及び金額は次のとおり

であります。 

    受取利息     4千円 

    受取手数料    4,420千円 

＊１ 営業外収益の主要な項目及び金額は次のとおり

であります。 

    受取利息     6千円 

    受取手数料    5,177千円 

＊２ 営業外費用の主要な項目及び金額は次のとおり

であります。 

    支払利息      9,850千円 

＊２ 営業外費用の主要な項目及び金額は次のとおり

であります。 

    支払利息      7,054千円 

３ 減価償却実施額は次のとおりであります。 

    有形固定資産   51,951千円 

    無形固定資産    5,949千円 

３ 減価償却実施額は次のとおりであります。 

    有形固定資産   62,680千円 

    無形固定資産    3,151千円 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期会計期間 

自 平成15年 4月 1日 

至 平成15年12月31日 

前事業年度 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成15年12月31日現在） 

現金及び預金勘定                  242,103千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10,213千円 

現金及び現金同等物                231,889千円 

   現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成15年3月31日現在）

現金及び預金勘定                  256,928千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △7,811千円 

現金及び現金同等物                249,116千円 
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（リース取引関係） 

当第３四半期会計期間 

自 平成15年 4月 1日 

至 平成15年12月31日 

前事業年度 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び第３四半期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．未経過リース料第３四半期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内                      3,142千円 １年内                      2,040千円 

１年超            5,465千円 １年超            3,400千円 

合計                        8,607千円 合計                        5,440千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料          1,258千円 支払リース料          2,040千円 

減価償却費相当額                1,126千円 

支払利息相当額                    131千円 

減価償却費相当額                1,833千円 

支払利息相当額                    262千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

機械装置

 

 

（有価証券関係） 

当第３四半期会計期間 

自 平成15年 4月 1日 

至 平成15年12月31日 

前事業年度 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

該当事項はありません。 

 

同左 

 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

四半期末
残 高
相 当 額

 千円 千円 千円

 4,200 420 3,780

工具器具備品 9,167 5,652 3,514

 取得価額
相 当 額

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円

工具器具備品 9,167 4,277 4,889
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（デリバティブ関係） 

当第３四半期会計期間 

自 平成15年 4月 1日 

至 平成15年12月31日 

前事業年度 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っております

が、ヘッジ会計を適用しておりますので注記

の対象から除いております。 

 

同左 

-  - 
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（持分法損益等） 

 当第３四半期会計期間（自 平成15年4月 1日 至 平成15年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

前事業年度（自 平成14年4月 1日 至 平成15年3月31日） 

   該当事項はありません。 

 

(1株当たり情報)    

当第３四半期会計期間 
自 平成15年 4月 1日 
至 平成15年12月31日 

前事業年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

1株当たり純資産額 59,954.21 円 1株当たり純資産額 51,032.17 円 

1株当たり四半期純利益 8,922.05 円 1株当たり当期純利益 4,995.70 円 

 なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。なお、これ

による影響はありません。 

 

（注） 1株当たり四半期(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（単位：千円） 

 当第３四半期会計期間 
自 平成15年 4月 1日 

至 平成15年12月31日 

前事業年度 
自 平成14年4月 1日 

至 平成15年9月31日 

中間（当期）純利益 66,023 36,968 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益 66,023 36,968 

期中平均株式数（株） 7,400 7,400 

 

（重要な後発事象） 

 当第３四半期会計期間（自 平成15年4月1日 至 平成15年12月31日） 

   該当事項はありません。 

 

 前事業年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） 

   該当事項はありません。 
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